
























別添５

※1 孤立の原因は、土砂崩れによる道路への土砂堆積、落石、倒木、道路損壊、橋梁部の段差
  等による道路寸断、沿岸部隆起による港への海路寸断である。

※2 本調査では、石川県災害対策本部資料に掲載されていた地区（比較的短期間で孤立が解消
した地区を含む）を対象とした。

 また、孤立人数は地元自治体の聞き取りにより重点区域内の人数を計上した。

重点区域内の孤立地区一覧
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番号 地区
孤立人数
(最大)

孤立解消日 解消方法

１ 輪島市浦上 1人 1月16日自力で避難

2 輪島市本郷 3人 1月12日自力で避難

3 輪島市諸岡 61人 1月13日
ヘリ避難(吊り上げ又は整地後の適地に着
陸して救助)。
一部の者は海岸線隆起箇所を徒歩移動。

４ 輪島市小石 8人 1月12日道路啓開

5 輪島市上河内 7人 1月12日道路啓開

6 輪島市山是清 26人 1月12日道路啓開

7 輪島市仁岸 7人 1月13日道路啓開

8 穴水町麦ケ浦 20人 1月9日道路啓開

9 穴水町北七海 1人 1月5日道路啓開

10 穴水町中居 不明 1月5日道路啓開

11 穴水町丸山 10人 1月3日道路啓開

12 穴水町上唐川 不明 1月5日道路啓開

13 穴水町鹿波 不明 1月5日道路啓開

14 七尾市中島町河内 10人 1月5日
国交省協力により、寸断箇所を徒歩通行可
能な幅まで啓開後、徒歩移動。
寸断箇所の先からは車両避難。
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石川県内の放射線防護施設の状況 

市町 施設名 
重点

区域 
防護区画への 

立入の可否 
陽圧の可否 備 考 

志賀町
し か ま ち

 

特別養護老人ホーム 

はまなす園 
PAZ 

不可 

（スプリンクラー

作動による浸水） 

起動不可 

（操作盤への水

飛散） 

放射線防護施設として活用不可 

町立富来
と ぎ

病院 UPZ 

不可 

（スプリンクラー

作動による浸水、

柱損傷） 

可 放射線防護施設として活用不可 

志賀町立富来
と ぎ

小学校 UPZ 

不可 

（「倒壊のおそれ

あり」と判定） 

可 

放射線防護施設として活用不可 

上記判定後、1月 30 日に避難所

閉鎖 

志賀町総合武道館 PAZ 

防護区画外である

武道場の一部損傷

により、防護区画

内も含めて 1 月 2

日に避難所閉鎖 

２区画のうち１

区画起動不可

（給気ファン故

障）、１区画は

陽圧の可否を確

認未実施 

放射線防護施設として活用不可

の可能性あり 

旧福浦
ふくら

小学校 PAZ 可 

確認未実施 

(起動できる

が、差圧検知さ

れず。) 

放射線防護施設として活用不可

の可能性あり 

志賀町文化ホール UPZ 可 

点検未実施 

（防護区画内に

クラック、雨漏

り） 

避難所として使用中 

放射線防護施設として活用不可

の可能性あり 

下甘田防災センター UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

志賀町地域交流センター UPZ 可 点検未実施 避難所として使用中 

富来防災センター UPZ 可 点検未実施 避難所として使用中 

旧土田小学校 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

稗造防災センター UPZ 可 点検未実施 避難所として使用中 

西浦防災センター UPZ 可 点検未実施 避難所として使用中 

七尾市 

公立能登総合病院 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

七尾市中島地区コミュニ

ティセンター豊川分館 
UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

輪島市 剱 地
つるぎじ

交流センター UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

羽咋
はくい

市 

公立羽咋病院 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

邑
おう

知
ち

中学校 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

宝
ほう

達
だつ

志水
しみず

町
ちょう

 
町民センター 

「アステラス」 
UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

中能登町
なかのとまち

 
生涯学習センター 

「ラピア鹿島」 
UPZ 可 可 

放射線防護施設として活用可 

防護区画以外の一部損傷により

避難所として使用せず 

穴 水 町
あなみずまち

 公立穴水病院 UPZ 可 可 放射線防護施設として活用可 

※ 建物構造は全てRC造 

別添７ 





UPZ内
概ね5km～

30km

原子力災害対策指針が定める緊急事態の防護措置（運用上の介入ﾚﾍﾞﾙ：OIL （※））

数日内を目途に飲食物中の放射
性核種濃度を測定すべき区域を
特定

1日内を目途に区域を特定

対象地域の住民を、1週間程度
内に一時移転

数時間内を目途に区域を特定

1週間程度内を目途に飲食物中
の放射性核種濃度の測定と分析
を実施

対象地域の生産物の摂取を制限避難（移動が困難な者の一時屋
内退避を含む）の実施

基準を超えるものにつき摂取制
限を迅速に実施避難等される住民等を対象に避難退域時

検査を実施して、基準を超える際は簡易
除染【OIL4】

UPZ外
概ね30km～

 放射性物質の放出後、高い空間放射線量率が計測された地域においては、被ばくの影響をできる
限り低減する観点から、数時間から1日内に住民等について避難等の緊急防護措置を講じる。

 また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域においても、無用な被ばくを回避する
観点から、1週間程度内に一時移転等の早期防護措置を講じる。

UPZ内と同じ
（※）OIL( Operational Intervention Level)：運用上の介入ﾚﾍﾞﾙ

放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞなどの計測された値により、避難や一時移転等の防護措置を実施するための判断基準

緊急防護措置
500μ㏜/h超過

早期防護措置
20μ㏜/h超過

飲食物摂取制限
［飲食物に係るｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準］
0.5μ㏜/h超過

【OIL1】 【OIL2】 【OIL6】
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